
平成20年度母子保健衛生費等国庫負担（補助）金交付要綱一部改正新旧対照表（案）  
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平成19年度母子保健衛生費国庫負担（補助）金  

及び結核児童療育費国庫負担金交付要綱  

平成20年度母  子保健衛生費豊国庫負担（補助）金交付要綱  

（通則）  

1 平成19年度母子保健衛生費国庫負担（補助）金及び結核児童療育費国庫負担金について   

は、予算の範囲内において交付するものとし、母子保健法（昭和40年法律第141号）、母子   

保健法施行令（昭和40年政令第385号）、児童福祉法（昭和22年法律第164号）、児童福祉   

法施行令（昭和23年政令第74号）、児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）、補   

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、補助金等に係   

る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号。以下「適正化法施行  

令」という。）及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平成12年要義香合第6号）の規   

定によるほか、この交付要綱の定めるところによる。  

2 （略）  

（交付の対象）  

3 この負担金及び補助金は、次の事業を交付の対象とする。  

（1）養育医療給付事業（負担金）  

母子保健法第20条の規定により、卿（昭和22年政令第77号）  
第1条に定める保健所を設置する市（以下「政令市」という。以下同じ。）及び特別区  

（通則）  

1平成迎年度母子保健衛生費国庫負担（補助）金及び結核児童日用品費等国庫負担金につ   

いては、予算の範囲内において交付するものとし、母子保健法（昭和40年法律第141号）、   

母子保健法施行令（昭和40年政令第385号）、児童福祉法（昭和22年法律第164号）、児童   

福祉法施行令（昭和23年政令第74号）、児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号）、   

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、補助金等に   

係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号。以下「適正化法施  

行令」という。）及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平成12年要義薯令第6号）の   
規定によるほか、この交付要綱の定めるところによる。  

2 （略）  

（交付の対象）  

3 この負担金及び補助金は、次の事業を交付の対象とする。  

（1）養育医療給付事業（負担金）  

母子保健法第20条の規定により、都届府県、地域保健法施行令（昭和22年政令第77号）  

第1条に定める保健所を設置する市（以下「政令市」という。以下同じ。）及び特別区   

が行う養育医療の給付  が行う養育医療の給付のうち学習及び療養生活に必要な物品の支給を除いたもの。  

（2）結核児童療育給付事業（負担金）  

児童福祉法第20条の規定により、都道府県、指定都市及び中核市が行う療育の給付の   

うち移送に係るものを除いたもの。  

（3）㈲（負担金）  
児童福祉法20条の規定により、都道府県、指定都市及び中核市が行う療育の給付のう   

ち学習及び療養生活に必要な物品の支給並びに母子保健法第20粂の規定により、都道府   

県、卿こ係るもの。   

し竺⊥ 母子保健医療対策等総合支援事業（補助金）  

平成17年8月23日雇児発第0823001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「母子  

保健医療対策等総合支援事業の実施について」に基づき、実施する次の事業とする。   

ア 都道府県が行う子どもの心の診療拠点病院機構推進事業   

イ 都道府県、政令市及び特別区が行う療育指導事業  

廷⊥ 母子保健医療対策等総合支援事業（補助金）  

平成17年8月23日雇児発第0823001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「母子  

保健医療対策等総合支援事業の実施について」に基づき、実施する次の事業とする。   

ア 都道府県が行う母子保健強化推進特別事業   

イ 都道府県、政令市及び特別区が行う療育指導事業  



ウ 都道府県、指定都市及び中核市が行う生涯を通じた女性の健康支援事業   

工 都道府県、指定都市及び中核市が行う特定不妊治療費助成事業   

オ（1）都道府県が行う周産期医療対策事業  
（2）①都道府県が行う総合周産期母子医療センターの運営事業  

②都道府県知事の要請を受けた病院の開設者が行う総合周産期母子  

医療センターの運営事業に対して都道府県が補助する事業   

力 都道府県が行う小児科・産科医療体制整備事業  

（3）御…（負担金）  
児童福祉法第20条の規定により、都道府県、指定都市及び中核市が行う療育の給付  

ウ 都道府県、指定都市及び中核市が行う生涯を通じた女性の健康支援事業  

工 都道府県、指定都市及び中核市が行う特定不妊治療費助成事業  

オ（1）都道府県が行う周産期医療対策事業   

（2）①都道府県が行う総合周産期母子医療センターの運営事業  

②都道府県知事の要請を受けた病院の開設者が行う総合周産期母子  

医療センターの運営事業に対して都道府県が補助する事業  

力 都道府県が行う小児科・産科医療体制整備事業  

（交付額の算定方法）  

4 この負担金及び補助金の交付額は、それぞれ次により算出するものとする。   

ただし、3の⊥むについて、算出された額に千円未満の端数が生じた場合には、これを   

切捨てるものとする。  
（1） 3の（1）の事業  

（交付額の算定方法）  

4 この負担金及び補助金の交付額は、それぞれ次により算出するものとする。   

ただし、3の也について、算出された額に千円未満の端数が生じた場合には、これを   

切捨てるものとする。  

（1） 3の（1）の事業  

（略）  

（2） 3の（2）の事業   

（略）   

ア㈱剛こ定める対象経費の実支出額から寄付  

金その他の収入額を控除した額を比較して少ない方の額を選定する。   イ凋削こ2分（り1を乗じ  
て得た額を交付額とする。  

（3） 3の（3）の事業  

別表2の第3欄に定める基準額と、㈱対象経費の実支出額から寄付金  

その他の収入額を控除し美額を比較して少ない方の額を選定し、：Z分の1を乗じて得  

た額を交付額とする。  

上旦13の（射のうち、ア、イ、ウ、エ、オ（1）、オ（2）の①及びカの事業   

（略）  

⊥亘⊥ 3の（4）のうち、オ（2）の②の事業   

（略）  

臼辻 3の（幻のうち、ア、イ、ウ、エ、オ（1）、オ（2）の①及びカの事業  

（略）   

上旦1 3の（かのうち、オ（2）の②の事業  

（略）  

1旦13の（封の事業   

」旦む 

（交付額の下限）  

5 （略）   

（養育の給付に要する費用の徴収基準額）  

6 （略）   

（療育の給付に要する費用の徴収基準額）  

7 （略）   

（交付額の下限）  

5 （略）   

（養育の給付に要する費用の徴収基準額）  

6 （略）   

（療育の給付に要する費用の徴収基準額）  

7 （略）  



8 （略）  

（申請手続）  

9 この負担金及び補助金の交付の申請は、別紙様式2による申請書を平成20年7月31日ま   

でに厚生労働大臣に提出して行うものとする。   

（変更中諸手続）  

10 この負担金及び補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交   

付申請等を行う場合には、9に定める申請手続に従い、平成21年1月30日までに行うもの  

8 （略）   

（申請手続）  

9 この負担金及び補助金の交付の申請は、別紙様式2による申請書を平成19年9月28日ま  

でに厚生労働大臣に提出して行うものとする。   

（変更申請手続）  

10 この負担金及び補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交   

付申請等を行う場合には、9に定める申請手続に従い、平成20年1月31日までに行うもの   

とする。  

なお、当初申請時の提出書類と比較して、申請額の増減又は事業の新設・中止等の変更   

がないものについては、提出を要しない。  

11～12 （略）  

（実績報告）  

13 この負担金及び補助金の事業実績報告は、平成20年6月30日（8の（3）により事業の   

中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知書を受理した日から起算して1か   

月を経過した日）までに別紙様式第3による報告書を厚生労働大臣に提出して行わなけ   

ればならない。   

14～15（略）   

とする。   

なお、当初申請時の提出書類と比較して、申請額の増減又は事業の新設・中止等の変更  

がないものについては、提出を要しない。  

11～12 （略）  

（実績報告）  

13 この負担金及び補助金の事業実績報告は、平成21年6月30日（8の（3）により事業の   

中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知書を受理した日から起算して1か月   

を経過した日）までに別紙様式第3による報告書を厚生労働大臣に提出して行わなければ   

ならない。  

14～15（略）  



新（案）  旧   

別表1徴収基準額表（養育医療給付事業）  別表1徴収基準額表（養育医療給付事業）   

； 匡   世 帯 の 階 層（細）区 分  徴収基準  階層  世 帯 の 階 層（細）区 分  徴収基準  
額   区分  月  額  

H  
A階層  生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む）及  H 0   A階層  生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む）  0  H 0  

び、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰  
国後の自立の支援に関する法律による支援給付受給  

旦畳  

B階層  A階層を除き当該年度分の市町村民税非課税世帯  2，600   260  B階層  A階層を除き当該年度分の市町村民税非課税世帯  2，600  260  

A階層及びD階℡を除き当接  Cl   5，400   
A謄層及びD階層を除き当は  

年度分の市町村民税の隋税  （所得割の額のない世帯）   
Cl   5，400  540  

年度分〝）市■丁村民税グ）課税  （所得割の額のない世帯）  
C階層    世＃であって、その市町村民  C階層    世＃でふって、その市町村民  

増の額の区分が次の区分に  
C2   7，900   

憎の額ク）区分が次の区分に  

所得割の額ある世帯  け当する世鞭   
所得割の額ある世帯   C2   7，900  790  

l妻当十る世幕   

円  
所得税の年額 

円  
所得税の年額  
30，000円以下   Dl   10，800   1，080  30，000円以下   Dl   10，800  1，080  

30，001～ 80，000  D2   16，200   1，620  30，001～ 80，000  D2   16，200  1，620  

80，001～ 140，000  D3   22，400   2，240  80，001～140，000  D3   22，400  2，240  

140，001～ 280，000  D4   34，800   3，480  140，001～ 280，000  D4   34，800  3，480  

280，001～ 500，000  D5   49，400   4，940  280，001～ 500，000  D5   49，400  4，940  

A階層及びB階  500，001～ 800，000  D6   65，000   6，500  A階層及びB階  500，001～ 800，000  D6   65，000  6，500  

層を除き前年分   800，001～1，160，000  D7   82，400   8，240  層を除き前年分   800，001～1，160，000  D7   82，400  8，240  

D階層  1，160，001～1，650，000  D8   102，000   10，200  D階層  1，160，001～1，650，000  D8   102，000  10，200  

帯であって、そ   1，650，001～2，260，000  D9   123，400   12，340  帯であって、そ   1，650，001～2，260，000  D9   1孔400  12，340  

の所得税課税の   2，260，001～3，000，000  DlO   147，000   14，700  の所得税課税の   2，260，001～3，000，000  DlO   147，000  14，700  

額の区分が次の   3，000，001～3，960，000  Dll   172，500   17，250  額の区分が次の   3，000，001～3，960，000  Dll   172，500  17，250  

区分に該当する   3，960，001～5，030，000  D12   199，900   19，990  区分に該当する   3，960，001～5，030，000  D12   199，900  19，990  

世帯   5，030，001′－6，270，000  D13   世帯   5，030，001～6，270，000  D13   229，400  22，940  

6，270，001以上   D14   229，400  22，940                     全額   6，270，001以上   D14   全額  

26，300円  26，300円  

1（略）  1（略）  

2 この表のDl～D14階層における「所得税額」とは、所得税法（昭和40年法律第33  40年法律第33  
号）、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）、所得税法等の一部を改正する等の法  改正する等の法  

備  律（平成18年法律第10号）による廃止前の経済社会の変化等に対応して早急に講ず  備  して早急に講ず  
べき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律（平成11年法律第8号）及び災  第8号）及び災  

害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和22年法律第175号）  去律第175号）  

考  の規定によって計算された所得税の額をいう。  考  の規定によって計算された所得税の額をいう。  

ただし、所得税額を計算する場合には、次の規定は適用しないものとする。  する。   

－
∽
∽
－
 
 
 



新（案）  旧  

（1）所得税法第92粂第1項、第95条第1項、第2項及び第3項  （1）所得税法第92条第1項、第95条第1項、第2項及び第3項  
（2）租税特別措置法第41条第1項及び第2項、第41条の2、第41条の19の2第1項  （2）租税特別措置法第41条第1項及び第2項、第41条の2並びに第41条の19の2  

並びに第41条の19の3  第1項  
（3）租税特別措置法の一部を改正する法律（平成10年法律第23号）附則第12条  （3）租税特別措置法の一部を改正する法律（平成10年法律第23号）附則第12条  

3～7 （略）  ～7（略）  

－
∽
皐
－
 
 
 



別表1－2 徴収基準額表（結核児童療育給付事業）  別表1－2 徴収基準額表（結核児童療育給付事業）  

l階層  世 帯 の 階 層（細）区 分  世 帯 の 階 層（細）区 分  徴収基準  

区分  徴収基準 月 額  徴収基準 加算月額  l  】  階層 区分  月 額  

A階層  生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む）及  A階層  生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む）  

び、中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰  
国後の自立の支援に関する法律による支援給付受給  

堂畳  

B階層  A階層を除き当該年度分の市町村民税非課税世帯  2，200   220  B階層  A階層を除き当該年度分の市町村民税非課税世帯  2，200  220  

A楷t及びD階層を除き当揺  Cl   4，500   450  
A階層及びD醇層を除き当け  

年度分の市町村民悦の課税  （所得割の額のない世帯）   
Cl   4，500  450  

年度分の市町村民税の課税  （所得割の額のない世帯）  
C階層    世帯であって、そ♂）市町村民  C階層    世帯であって、その市町村民  

税の額の区分が次の区分に  
C2   5，800   580  

繊の額の区分が次の区分に  
棟当する世蕎   所得割の額ある世帯   

C2   5，800  580  
は当する世＃   所得割の額ある世帯  

円  
所得税の年額 

円  
所得税の年額  

4，800円以下   Dl   6，900   690  4，800円以下   Dl   6，900  690  

4，801～ 9，600  D2   7，600   760  4，801～ 9，600  D2   7，600  760  

9，601～16，800  D3   8，500   850  9，601～16，800  D3   8，500  850  

16，801′～ 24，000  D4   9，400   940  16，801～ 24，000  D4   9，400  940  

24，001～ 32，400  D5   11，000   1，100  24，001～ 32，400  D5   11，000  1，100  

A階層及びB階  32，401～ 42，000  D6   12，500   1，250  A階層及びB階  32，401・～ 42，000  D6   12，500  1，250  

層を除き前年分   42，001～ 92，400  D7   16，200   1，620  層を除き前年分   42，001～ 92，400  D7   16，200  1，620  

の所得税課税世   92，401～120，000  D8   18，700   1，870  の所得税課税世   92，401～120，000  D8   18，700  1，870  

帯であって、そ   120，001′～156，000  D9   23，100   2，310  帯であって、そ   120，001～ ユ56，000  D9   23，100  2，310  

D階層  156，001・～198，000  DlO   27，500   2，750  D階層  156，001～198，000  DlO   27，500  2，750  

額の区分が次の   198，001′－287，500  Dll   35，700   3，570  額の区分が次の   198，001～287，500  Dll   35，700  3，570  

区分に該当する   287，501～397，000  D12   44，000   4，400  区分に該当する   287，501～397，000  D12   44，000  4，400  

世帯   397，001～929，400  D13   52，300   5，230  世帯   397，001～929，400  D13   52，300  5，230  

929，401～1，500，000  D14   80，700   8，070  929，401～1，500，000  D14   80，700  8，070  

1，500，001～1，650，000  D15   85，000   8，500  1，500，001～1，650，000  D15   85，000  8，500  

1，650，001～2，260，000  D16   102，900   10，290  1，650，001～2，260，000  D16   102，900  10，290  

2，260，001～3，000，000  D17   122，500   12，250  2，260，001～3，000，000  D17   122，500  12，250  

3，000，001～3，960，000  D18   143，800   14，380  3，000，001～3，960，000  D18   143，800  14，380  

3，960，001以上   D19  全  額  左の徴収基  3，960，001以上   D19  全  左の徴収基  
，準月額の10  準月額の10  

％  ％  

ただしその  ただしその  

額が17，120  額が17，120  

円に満キな  円に満たな  

い場合は  い場合は  

17，120円  17，120円  

1（略）  1（略）  



2 世帯階層区分の認定  
（1）認定の原則  

（略）  

（2）認定の基礎となる用語の定義   

ア（略）   

イ（略）   

り 認定の基礎となる「所得税額等」とは、所得税法、租税特別措置法、所得税法等   
の一部を改正する筆の法律（平成18年法律第10号）による廃止前の経済社会の変   
化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する接律   
（平成11年法律第8号）、災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法   
律の規定によって計算された所得税の額（ただし、所得税額を計算する場合には、   
所得税法第92条第1項、第95条第1項、第2項、第3項、租税特別措置法第41条   
第1項、第2項、第41条の2及び第41条の19の2第1項、 
租税特別措置法の一部を改正する法律（平成10年法律第23号）附則第12粂の規   

定は適用しない。）、地方税法により賦課される市町村民税、（ただし、所得割を計  算する場合には、地方税法第314粂の7及び同法附則第5条第3項の規定は適用   
しない。）及び生活保護法による保護をいう。まず、生活保護については、現在生活   
扶助、医療扶助等の保護を受けている事実、所得税については前年分の所得税の   
課税の有無及びその額、市町村民税については、当該年度の市町村民税の課税   
又は免除（地方税法第323条による免除。以下同じ。）の有無をもって認定の基準  
とする。  
ただし、前年分の所得税又は当該年度の市町村民税の課税関係が判明しない場   
合の取扱いについては、これが判明するまでの期間は、前々年分の所得税又は前  
年度の市町村民税によることとする。  
（3）徴収基準額表の適用時期  
毎年度の別表「徴収基準額表」の適用時期は、毎年7月1日を起点として取扱うも  

のとする。  
3～4（略）   

2 世帯階層区分の認定  
（1）認定の原則   

（2）認定の基礎となる用語の定義   

ア（略）   

（略〉     イ（略）   

り 認定の基礎となる一所得税額等」とは、所得税法、租税特別措置法、所得税法等   
の一部を改正する等の法律（平成18年法律第10号）による廃止前の経済社会の変  
化等に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法   
律（平成11年法律第8号）、災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関す   
る法律の規定によって計算された所得税の額（ただし、所得税額を計算する場合   
には、所得税法第92粂第1項、第95条第1項、第2項、第3項、租税特別措置法   

盲   
規定は適用しない。）、地方税法により賦課される市町村民税、（ただし、所得割を   
計算する場合には、地方税法第314条の7及び同法附則第5粂第3項の規定は適   
用しない。）及び生活保護法による保護をいう。まず、生活保護については、現在  
生活扶助、医療扶助等の保護を受けている事実、所得税については前年分の所   
得税の課税の有無及びその額、市町村民税については、当該年度の市町村民税   
の課税又は免除（地方税法第323条による免除。以下同じ。）の有無をもって認  
定の基準とする。  
ただし、前年分の所得税又は当該年度の市町村民税の課税関係が判明しない  
場合の取扱いについては、これが判明するまでの期間は、前々年分の所得税又  
は前年度の市町村民税によることとする。  
（3）徴収基準額表の適用時期  
毎年度の別表「徴収基準額表」の適用時期は、毎年7月1日を起点として取扱うも  
のとする。  

3～4（略）  

備  備  



！l  3 基準額等  l   4 対象経費  ■   ‖ Dメ．－よ  2 種目l   3 基準額等  1区分  2 種目 4 対象経費  l  5又は  
補助率   補助率   

母子保健  養育医療費  母子保健法第20条第3項第1号から第  養育医療（移送を除く。）  2分の1  母子保健  墓室匿重畳  母子保健法第20粂第3項に規定する各  養育医療に必要な委託  2分の1  
衛生費国  て百雷首簡  4ロまでに係る費用については「診療  に必要な委託料負担金  衛生費国  号のうち、次により 出された合算額  料、負担金、補助及び交  
庫負担金   報酬の算定方法】（平成18年厚生労働省  庫負担金  から、これらの費用について医療保険  

告示第92号）、「入院時食事療養費に係  各法による負担額を控除した額  
る食事療養及び入院時生活療養費に係  1第1号から第4号までに係る費用  
る生活療養の費用の額の算定に関する  については、「診療報酬の算定方法」  
基準（平成18年厚生労働省告示第99号）、   （平成18年厚生労働省告示第92号）、  

「保険外併用療養費に係る療養について  「入院時食事療養費に係る食事療養  
の費用の額の算定方法l（平成18年厚生  及び入院時生活療養費に係る生活療  
労働省告示第496号）により算定した額  養の費用の額の算定に関する基準（平  
の実支出額の合算額から、医療保険各  成18年厚生労働省告示第99号）、「保  

法による負担額を控除した額  険外併用療養費に係る療養について  
の費用の額の算定方法」（平成18年厚  
生労働省告示第496号）により算定し  

療育の給付  次により算出された額の合算額   療育の給付（学習品・日  2分の1  た額の実支出額   
膏「亨菅‾富  1 児童福祉法第20条第3項に規定す  用品の給付を除く。）に  2 第5号に係る費用については、入  
・日用品の  る各号のうち、次により算出された  必要な需用費（消耗品  院に必要な最′ト限度の交通費の実支  
紆7「看‾頂  合計額からこれらの費用について医  費）、委託料、扶助費、  坦麹  
エ」＿＿   療保険各法及び感染症の予防及び  ただし、指定養育医療機関が移送を  

感染症の患者に対する医療に関す  実施する場合にあっては、都道府県  
る法律による負担額を控除した額  知事又は政令市長及び特別区長が指  
（1）第1号から第4号までの給付に  定養育医療機関とあらかじめ協議し  
要する費用については「診療報酬の  エ星型主塵  
算定方法」（平成18年厚生労働省告  
示第92号）、「入院時食事撰養費に  
係る食事撰養及び入院時生活療養  
費に係る生活療養の費用の額の算  
定に関する基準」（平成18年厚生労  
働省告示第99号）、「保険外併用療  
養費に係る療養についての費用の  
額の算定方法l（平成18年厚生労働  
省告示第496号）により算定した額  
の実支出額  

（2） 

移送に必要な最小限度の交通費の  
実支出額nただし、指定療育機関  
が移送を実施する場合にあっては、   
都道府県、指定都市又は中核市が  
指定療育機関とあらかじめ協議し  
三重座主塵  

結核児童  結核児童日用品費等の給  
日用品費  
等負担金   及び療養生活に必要な物品の給付に  

要する費用については、次により算  
塑旦並立堕  

⊥
ご
γ
 
 
 



委託料、備品購入費   

－
∽
0
0
－
 
 
 



食糧費、印刷製本費）、  
役務費（通信運搬費、  

印刷製本費）、役務費（通  
信運搬費、広告料）、委  

l   l   l託料、使用料及び賃借料、  l  l  】   l   

l篤ム言富l  
備品購入費   

購入費   

特定不妊治  特定不妊治  特定不妊治療費助成事  

療費助成事  に必要な報酬、貸金、報  療費助成事  業に必要な報酬、貸金、  

業   償費、旅費、需用費（消  業   報償費、旅費、需用費  
耗晶費、印刷製本費）、  （消耗品費、印刷製本  
役務費（通信運搬費、広  費）、役務費（通信運  
告料）、委託料、備品購  搬費、広告料）、委託  
入費、負担金、補助及び  料、備品購入費、負担  
交付金、扶助費   金、補助及び交付金、  

扶助費   

周産期医療  周産期医療対策事業に必  周産期医療  周産期医療対策事業に  

対策事業   要な報酬、給料（P※）、 金 対策事業   必要な報酬、賃金、報  
償費、旅費、需用費（消  

貸、報償費、旅費、需 用費（消耗品費、食糧費、 印刷製本費） 耗晶費、食糧費、印刷  
、役務費（通  製本費）、役務費（通  

信運搬費、広告料）、委  信運搬費、広告料）、  
託料、使用料及び賃借料、  委託料、使用料及び賃  
機器据付料、備品購入費   借料、機器据付料、備  

品購入費   

総合周産期  総合周産期母子医療セン  総合周産期  総合周産期母子医療セ  

母子医療セ  タ一連営事業に必要な報  母子医療セ  ンタ一連営事業に必要  
ンタ一連営  酬、給料、賃金、職員干  ンタ一連営  な報酬、給料、賃金、  

事業   当等、共済費、旅費、需  事業   職員手当等、共済費、  
用費（消耗品費、燃料費、  旅費、需用費（消耗品  
食糧費、印刷製本費、光  費、燃料費、食糧費、  
熱水費、修繕料、医薬材  印刷製本費、光熱水費、  
料費）、役務費（通信運  修繕料、医薬材料費）、  

搬費）、委託料、使用料  役務費（通信運搬費）、  

及び賃借料、備品購入費、  委託料、使用料及び貨  
減価償却費、資産消耗費   借料、備品購入費、減  

価償却費、資産消耗費   

墜竺むを壁  小児科・産科医療体制整  ′ト児科・産  小児科・産科医療体制  

娠・出産等  僻事業に必要な報酬、貨  塾墜遷座遡 整備事業に必要な報酬、  

±ぜ二上室  金、共済費、報償費、旅  整備事業   賃金、共済費、斡償費、  

墓   費、需用費（消耗品費、  旅費、需用費（消耗品  
印刷製本費、修繕料）、役  費、印刷製本費、修繕  
務費（通信運搬費、広告  料）、役務費（通信運搬  

料）、委託料、使用料及び  費、広告料）、委託料、  

賃借料、備品購入費   使用料及び賃イ苦料、傭  
品購入費   



新（案）  旧  

塞堕盟  療育の給付に必要な需  
童療育  1児童福祉法第20粂第3項に規定する  
豊国塵  各号のうち、次により算出された合計  
負担金   額からこれらの費用について医療保険  

各法及び感染症の予防及び感染症の  
患者に対する医標に関する法律によ  
る負担額を控除した額  
（1）第1号から第4号までの給付に要  
する費用については「診療報酬の算  
定方法1（平成18年厚生労働省告示  
第92号）、r入院時食事療養費に係る  
食事療養及び入院時生活療養費に係 ののの  
る生活療養費用額算定に関す  
る基準】（平成18年厚生労働省告示  
第99号）、「保険外併用療養費に係る  
療養についての費用の額の算定方  
法I（平成18年厚生労働省告示第496  
号）により算定した額の実支出額  

（2）第5号に係る着用については、移  
送に必要な最小限度の交通費の実支  
也墾  
ただし、指定療育機関が移送を実  
施する場合にあっては、都道府県、  
指定都市又は中核市が指定療育機関  
とあらかじめ協議して定めた額  

2同第2項の学習及び療養生活に必要  
な物品の給付に要する費用の場合  
（1）学習品費  
ア小学校就学児童1人につき  
2，190円×給付月数  

イ中学校就学児童1人につき  
2，810円×給付月数  

（2）日用品費  
児童1人につき  
18，510円×給付月数  

※ 「子どもの心の診療拠点病院機構推進事業」及び「周産期医療対策事業」㈱こついては調整中   



新（案）  旧   

別紙l憂式欄1  別紙牒式零1   

平成辿年度 母子保健衛生費負担（補助）金及び結核児童療育手負担金調書  平成ユ旦年度 母子保健衛生費負担（補助）金及び結核児童療育煮魚担金調書  
補助書手有名  

囚  他    方    上さ    ♯    団    体  他    方    土ゝ    ♯    団    体  

l  噂雪  

千耳科目   傭雪  続出  千事雷1日   担（≠助）金  担（禰助）金  

相当書t   相当甥  相当聯   相当聯  

円   円  円  円   円   円  円   円  円   円   円   円  
尼il雫‡■t  児童博捜t  

16母子恨■薗牛t  
1b良子慢愴む隼t 旦＿」皇＿＿虚  

†★肋生  

16iま帽l恩t日用品■  迫＿旦三選逢旺1  

＿旦＿」且金  且＿＿盟＿j  

・宗一r＝▲肌  16線描児tJ■曹■  

壇＿止＿＿畠  且＿＿丘＿j  

（注）1「他方ユさ♯団体Jノー「何日」「しれ出にふって11れ、Ⅷ、F、詩を、れ人にふたってけ蕨．ヰ、月をそ11ぞれ陀♯寸ること  l注）1「地方公♯団勘〝1「烈日」け、れ出に九って11欺、吼目．綜を、蝿入にふたってけ欺、礪、目をそiLぞ山妃触十ること  
なJゴ．続出にふってIt四鷹■捜金（事雫t）た匹鷹神助金（暮雫t）に対応十る縫tの配分ノー目蘇V－内択に係るとき軋当け経書〟）配分を目箭の内  なお、畿出にあってi引刃鷹■他生（暮雫書）と瓜叶蘭納金（暮雫書）に対応する経書の配分の日箭の内駅に係るときIi、当け経書♂－配分を日箭Jl再  

駅として紀艦すること 
2 一千貰現軸」H欄入にふっては、当鱈子貴吼★正子手打等の区分を、れ出に＃、つては，当欄千草爛、欄正千手積、干傭t支出蘭、床用増減額事〝）   
区分を明らかにして陀tすること 
3 r蘭書」は、善書となるべき事T■を■王妃セナろこと 

駅上Lて紀鴨すること  

2 「子音現机けれ人に禽、つて11、当梓干葺軋補正千手積等レ）区分を、れ出にふっては、当け千手軋清正千耳礼子什tま出札流用増減爛峯の   
庄分を明らかにして紀ゃすること  
．1 r傭雪」は、寺号となる・こき■叶を■王妃鮭十ろこと   



別紙様式第2  別紙様式第2  

番  号  

年 月  日  

番  号  

年 月  日  

厚生労働大臣 殿  厚生労働大臣 殿  

都道府県知事  

政令市市長  

特別区区長   

都道府県知事  

政令市市長  

特別区区長   

平成通年度母子保健衛生費国庫負担（補助）金  

及び結核児童療育費負担金の交付申請について  
平成迎年度母子保健衛生費豊国庫負担（補助）金  

の交付申請について  

標記について、次により国庫負担金及び国庫補助金を交付されるよう関係書類を添え  

て申請する。  
標記について、次により国庫負担金及び国庫補助金を交付されるよう関係書類を添え  

て申請する。  

金
金
金
金
 
 

1 申請鎖  

母子保健衛生費国庫負担金  

母子保健衛生費国庫補助金  

円
円
円
円
 
 

金
金
金
金
 
 

1 申請鎖  

母子保健衛生費国庫負担金  

結核児童日用品費等国庫負担金  

円
円
円
円
 
 

結核児童療育黄国庫負担金  母子保健衛生費国庫補助金  

［様式1】   

［様式2］  

2 国庫負担金及び国庫補助金所要額総括表   

3 国庫負担金所要額調   

（注 所要額調には、内訳として別表の所要額明細表を添付すること。）   

4 国庫補助金所要額調   

5 添付書類   

（1）当該事業に関する歳入歳出予算抄本   

（2）その他参考資料  

［様式1】  

［様式2］  

2 国庫負担金及び国庫補助金所要額総括表   

3 国庫負担金所要額調   

（注 所要額調には、内訳として別表の所要額明細表を添付すること。）   

4 国庫補助金所要額調   

5 添付書類   

（1）当該事業に関する歳入歳出予算抄本   

（2）その他参考資料  

［様式3］   ［様式3］  



様式1 国庫負担金及び国庫補助金所要額総括表  

静道舟■（政令市、特別区）名  

憂国庫負担  
機及び国庫  
補 助 顎  

事量  目  

母子保健衛  
重量．医度量  

生糞負担金               度亀虫鰯適量  

生 」土  
魁1旦  
且且上蓋且  
＝二・   

斬  
ーもの右の給瘍l■占鎮6寮紬‡暮維遭」■義  

（案）  

療育指導事業  
生涯を通じた女性の慣ホ支佳＋集  

母子保健甑  
生モ補助金  
総合月産期母子医療センター運営事業  
償やかなl手l丘・州産毛サポート塞婁  

小  暮十  
†  

（注）国≠負担（補助）基本積欄には、様式2及び様式3の各衰の国庫負担及び補助基本額を記載すること。   

様式1 国庫負担金及び国庫補助金所要額総括表  

郁遭府欄（政令市 特別区）名  

区 分   種  目   国庫負担（補  
肋）基本額   ● キ  

母子保鍵柵  円   円  
生≠負担金  1且畳慮量  

良子侵1書考i什二維ヽt拍牒l暮】■  

療育指ヰ事業  
生涯を通じた女性の健庸支控事業  

母子保健棚  
生井補助金  

旧  総合周産期母子題療センター運嘗事業  
／l＼l員事i．摩紬瞑慮欄欄帽」■竃董  

小  書十  
塩盛＿温1  
二二三≡  血色企絵且1  

l†  

（注）国井負担（補助）基本額欄には、様式2及び様式3の各表の国井負担及び補助基本額を記載すること。  



割用い仔■（政令市・特別区）名   

橿目  対■蛙たの支出予定 額（か  書付会その他 の収入額②  差引鍼（①－ ②）  選定犠（（診と ④のいずれか 少ない方の 額）⑤  交付事■6及 ぴ7に定める 徴収基準縞⑥  四庫負担基本 鑓（⑤－⑥） ⑦  【「し・：∴ （e）xl／2） （診  ■専   

よ ＝－←二  

積月   




